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    第２章   令和４年度の土地を巡る

主な動き

本章では、令和４年度の土地を巡る主な動きについて、国や民間の調査及び報告により

概括する。
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令和３年 住宅市 動向 にお 、令和２年４月から令和３年３月までの間に、住

・建 ・ を行った を とし 、 住宅、分譲住宅、 住宅、

間 貸住宅及び 住宅の別に を行 、 を りまとめた のが公表 れ

た。 、 別に の をまとめる。

・施工 に関する 法

・施工 に関する 法に 、「 ン で」を した は、

５年間で き 増加し る。

住宅 の理

住宅 の理 に 、「 地 が かったから」な 、住宅 別に っ その理

は で るが、 住宅 では「住宅の ン・ ・設 が かった

から」を する が前年 から増加し る。

設 に関する の理

設 に関する の理 に 、「間 り・ 数が から」な 、住宅 別

に っ その理 は で るが、 住宅 では「 ・ 住宅 から」

を する が前年 から き続き 。

住宅にした理

住宅にした理 に 、 マンション では「 で に住め

ると ったから」、「 れ きれ ったから」を する が前年

から増加し る。

令令和和４４年年 のの土土地地をを るる なな動動きき

令和４年４月

国土交通省が「令和３年 住宅市 動向 」 を発表

ンン にに るる がが きき 増増加加しし るる

☆☆参参考考 住宅市 動 、住替え・建替え前後の住宅や、その住居に居住する世帯の状況及び住

宅取得に係る資金調達の状況等について把握し、今後の住宅政策の企画立案の基礎資料とすることを目的と

して、国土交通省が毎年実施しているもの
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令和３年 の新設住宅着工戸数は、前年 と比 すると、全体で . ％の増加となった。

また、令和３年 の新設住宅着工床面積は、前年 比 7.3％増の 71,161 千㎡となり、

３年ぶりの増加となった。

全国の地価動向は、全用途平均（ 地・住宅地・工 地の平均、 同 。）で前期比

（2021 年９月末比、 同 。）0.2％となった（前回 0.0％）。2020 年３月末 、

４期ぶりの上昇となった。

地は、 の に り ・ の の減少や 地における

数の 、 し が続 地域 る一 、 が持ち した地域 見られ、全体

では前期比 0.0％（前回 0.2％）となった。

都市圏の 価格地は、「 圏」で前期比 0.7％（前回 0.3％）、「 圏」で前期

比 0.4％（前回 0.0％）、「 圏」で前期比 0.4％（前回 0.3％）となった。 圏と

圏では上昇が続き、 圏は から上昇に た。

の地価動向は、全用途平均で前期比 1.0%（前回 0.6％）と上昇が続き、上昇

した。

令和３年 首都圏 では、「首都圏における 会の実現に向けた 」を マ

とし 、現 分 や 地で り まれ る の 理や分 に し る。

に をまとめる。

令和４年５月

一般財団法人 日本不動産研究所が「市街地価格指数（令和４年３月末 ）」を公表

国土交通省が「令和３年 首都圏 に関する年 （首都圏 ）」を国会

☆☆参参考考 市街地価格指数：日本不動産研究所が年２回、３月末と９月末の 時点 る全国主要 198

都市の約 1,800地点の地価を鑑定評価し指数化している。

都都市市圏圏のの 価価格格地地はは、、 圏圏とと 圏圏でではは上上昇昇がが続続きき、、 圏圏はは かか

らら上上昇昇にに たた。。

首首都都圏圏ににおおけけるる 会会のの実実現現にに向向けけたた

令和４年 月

国土交通省が「令和３年 新設住宅着工戸数」を発表

☆☆参参考考 新設住宅着工戸数：独立して居住できる区画が増える新設の住宅着工件数のこと。持家、貸家、

給与住宅及び分譲住宅の４区分あり、重要な経済指標となっている。

令令和和３３年年 のの新新設設住住宅宅着着工工戸戸数数はは、、前前年年 とと比比 すするるとと全全体体でで 66..66％％のの増増加加

全全体体でで５５ ％％のの増増加加

令和４年４月
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１ 首都圏 をめ る の動向 から

動に う の ・ 発 な に見られる うに、地 は

が国の の で り、国 に に向けた が まる 、2050年 ン

の実現は、 な となっ る。

の 減に たっ は、地域の を かしながら、 の

や再 の を図っ が る。

首都圏は、 に見 数の を持 に発 した 都市圏で り、人 や

会 ン 、 ３ 産 の 積に り、 な活動が行われ る。

一 、令和 （2019）年 り続 新 の に り、日 活

が き するとと に、 の な 、 の に する で

を前 とした 会 の が る。

首都圏には、 の うな 会 の を 加 の とし 、 シ

ョンの や 会の新たな の を通 、 が国の を し と

が められ る。

２ 首都圏 の から

首都圏の総人 は、 和 50（1975）年 一 し 増加し たが、令和３（2021）

年で減少に 、令和３（2021）年 10 月１日現在で 4,437 人（全国の 35.4％）とな

っ る。圏域別の人 を見ると、 都は平 （1995）年 、 ３ は 和 50

（1975）年 増加 向で ったが、 に令和３（2021）年は前年と比 し 減少した。

圏における分譲マンションの 動向は、平 25（2013）年 減少 向が

続 たが、令和３（2021）年は前年比で 千戸 上増加し、33.6千戸で った。 圏・

都 における分譲マンションの平均 価格・平均住戸面積の を見ると、令

和３（2021）年は、令和２（2020）年と比 し、平均 価格・平均住戸面積と に上

昇・増加し る。

本 １ 上の普通法人の 地 に は、 圏が全国の を め、

に 都にお 全国の ５ を め る。 らに、平 30（2018）年 の首都圏

の 総 産（ ）の の全国に める は 39.4％で る一 、同年 10 月１日

の首都圏の人 の全国に める は 35.0％で り、人 の める り

総 産の める の が上回っ る。 れは、 都の 総 産（ ）の全国

に める （18.9％）が、 都の人 の全国に める （10.9％）を き 上回

っ る が き 。

☆☆参参考考 都 ： 都 （ 31年 83 ） 30 の２の 定 き、 都

画の 定及び る いて、 年国 る の

都 都

都

３
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土地に関する動向 から

令和３年 の地価・土地 の動向

国土交通省「地価公 」に り、令和４年１月１日 における全国の地価動向を

ると、全用途平均・住宅地・ 地の れ ２年ぶりに上昇に た。 都市圏の

平均 動 で ると、全用途平均・住宅地は 圏、 圏、 圏の れ ２年

ぶりに上昇に 、 地は 圏、 圏は上昇に、 圏は に た。

令和３年の全国の土地 数は 133 となり、 で し る。

市 に 、 都 ５ （千 、 、 、新 、 ）

では、令和２年 上昇が続 た が、令和３年 7-9 月期には 6.3％と、平

26 年 10-12月期 年 りに 6.0％を たが、令和３年 10-12 月期には 6.4％と

前期から となった。

新設住宅着工戸数に は、令和３年は 85.6 戸で り、前年と比 すると

5.0％の増加で、全 の圏域で増加となった。

新 マンション価格に は、１㎡ たり 価が、首都圏は令和３年 4-6 月期に 100 

を たが、その 90 まで し る。

令和４年 土地に関する基本 施 から

国土 や都市 における な土地利用の を行う。

都市再 の 、 に まち りの 、 利用地の利用 、国公 地の

利活用、住宅 の 、都市と ・ の するまち りの 、 地の な

全、 の な 全・利用の な を図る。

全 に係る施 の 、 財 の な 及び な の 、所

不 土地 の の を図る。

不動産 ・ 市 の 、土地 における 、不動産市 における国

を行う。

国土 の 、国土に関する の 、 の 、 に

の の の を通し 土地に関する の実施、 の を図る。

国土交通省が「令和３年 土地に関する動向」「令和４年 土地に関する基本 施 （土地 ）」を国会

☆☆参参考考 地 ： 地 本 （ 年 84 ） 10 及び ２ の 定 き、 地

る動 及び が 地 して 本 び 地 して

と る 本 な いて、 年国 る の

令和４年 月
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令和４年分の 価及び 価 を した 価図 が、令和４年 月 1 日に国

で公 れた。相続 や にお 、土地 の価 は 価に り 価す

る とと れ るが、相続 の の 及び の公平を図る から、国 で

は毎年、全国の 地に 、土地 の 価 の基 となる 価及び 価 を定め

公 し る。

都 の 価の 前年 動 は 1.1％（前回 7.0％）となった。

令和４年 月 の１年間の地価動向に 、全国平均では、全用途平均が３年ぶり

に上昇に た。用途別では、住宅地は 31年ぶりに、 地は３年ぶりに上昇に た。

都市圏平均では、全用途平均は２年連続で上昇し、上昇 が した。住宅地は

から上昇に た。 地は 10年連続で上昇し、上昇 が した。工 地は９年連

続で上昇し、上昇 が した。

令和４年 月

国 が「令和４年分の 価 に 」公

令和４年９月

国土交通省が「令和４年都 地価 」を公表

☆☆参参考考 都 地価 ：国 画 ９ き、都 が 年 月 日

る標 価格を 定 る ので、 50年 ている。

☆参考

価 全国の 地の宅地、 、 、 を として定 て り、 価 る宅地

と 、住宅地、 地、工 地 の 、 の 地となる 地のことをい 。

市街地 を る地 ある 地 いて 、 価 り評価、 の の地 ある

地 いて 、 り評価を っている。 価及び評価 、 年 月 日を評価時

点として、地価 価格、 価 、不動産鑑定 る鑑定評価 、 価格 を と

して 定し 価格の 80 り評価している。

価 る評価：評価 地が る の 価 要な画地 評価

り評価： 定 産 評価 地価 の る地 と 定 評価 評価

全全国国全全用用途途平平均均でで３３年年ぶぶりりにに上上昇昇にに たた。。
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土地に関する基本理念の普及・啓発活動の充実を図るため、国土交通

省では毎年 10月を「土地月間」とし、10月 1日を「土地の日」と定め、

講演会や無料相談会が行われた。

全国の地価動向は、全用途平均で、前期比（令和４年３月末比）0.4％（前回 0.2％）、前期に

続き上昇となった。

令和４年の新設住宅着工戸数は前年比 0.4％増の 859,529 戸となり、

２年連続の増加となった。

また、令和４年の新設住宅着工床面積は前年比 2.3％減の 69,010千㎡

で、昨年の増加から再びの減少となった。

利用関係別戸数では、持家は前年比 11.3％減の 253,287戸で昨年の増

加から再びの減少、貸家は前年比 7.4％増の 345,080 戸で２年連続の増

加、分譲住宅は前年比 4.7％増の 255,487 戸で２年連続の増加（うち、マンションは前年

比 6.8％増の 108,198戸で 3年ぶりの増加、一戸建住宅は前年比 3.5％増

の 145,992戸で 2年連続の増加）となった。

地域別で見ると、首都圏における新設住宅着工の総戸数は前年比 2.8％

増で、そのうち持家が同 10.9％減、貸家が同 8.9％増、分譲住宅が同 4.3％

増（うち、マンションは同 4.8％増、一戸建住宅は同 4.2％増）となった。

ni 

令和５年１月

☆☆参参考考 市街地価格指数：日本不動産研究所が年２回（３月末と９月末時点）、全国主要 198 都市の約

1,800地点の地価を鑑定評価し指数化している。

令和４年 11月

一般財団法人 日本不動産研究所が「市街地価格指数」（令和４年９月末現在）を公表

国土交通省が「令和４年新設住宅着工戸数」を発表

令和４年 10月

国土交通省が「土地月間」を実施

☆☆参参考考 新設住宅着工戸数：独立して居住できる区画が増える新設の住宅着工件数のこと。持家、貸家、

給与住宅及び分譲住宅の４区分あり、重要な経済指標となっている。

令令和和４４年年のの新新設設住住宅宅着着工工はは､､持持家家はは減減少少ししたたがが、、貸貸家家及及びび分分譲譲住住宅宅がが増増加加ししたたたためめ、、全全体体でで増増

加加ととななっったた。。
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令和５年３月 22 日、国土交通省不動産・建設 は、全国の 地 26,000 地 に

おける令和５年 1月 1日 の価格を公表した。

全国平均では、全用途平均・住宅地・ 地の れ ２年連続で上昇し、上昇 が

した。

都市圏では、全用途平均・住宅地は、 圏、 圏及び 圏の れ ２年

連続で上昇し、上昇 が した。

令和５年３月

国土交通省が「地価公 （令和５年１月１日 ）」の りまとめを公表

☆☆参参考考 地価 ：地価 き、国 地鑑定 が 年 月 日の都市 画区

る標 地を 定して な価格 を 定し る の

全国の地価動向は全用途平均で２年連続上昇
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